
はじめに

経済のグローバル化が進む今日，日本のものづ

くりを支えてきた下請型中小企業は，変革に向け

て大きな岐路に立たされており，新たな視座で中

小企業の国際化をとらえなおす必要がある。しか

し，海外生産展開については，慎重に検討するべ

きであるとの議論もある。加藤（2011）は，海外

展開に伴う諸問題を詳細にわたり指摘し，安易な

中小企業海外展開論を戒めている（1）。たしかに企

業の国際化はリスクがつきまとう。しかし，日本

の中小企業数は2009年の421万社から2014年に

は382万社へと39万社も減少するなど（2），経済

のグローバル化に伴う競争環境は厳しさをまして

おり，個々の中小企業も政府も存続のために手を

打たない訳にはいかず，中小企業・小規模事業者

の生産性向上支援や海外展開支援等を含む諸政策

が実行されているのである（3）。

地域に目を転じれば，日本経済を牽引してきた

電機産業の最大手たる日立製作所のおひざ元であ

る日立地域のような企業城下町の衰退が進んでい

るという実態がある。工業統計によれば，日立市

の製造業企業数は，1985年の848社から2014年

には380社へと55％も減少し，同様にひたちな

か市の場合も 1985年の 381社から 2014年には

213社へとやはり44％もその数を減らしている（4）。

周知の通り中核企業たる日立製作所は，グローバ

ル化や事業再編を経て2000年代半ばより驚異的

な業績V字回復を果たしたが，同社が栄える一

方で，その城下町は衰退を続けるという「ねじれ

状態」に陥っているのである（5）。見逃してはなら

ないのは，そうした中でもグローバル競争に打ち

勝つために地域パートナーとの密な連携により相

互に発展していこうとする日立工場の姿勢であり，

自動車部品産業分野での中小企業自身の新技術へ

の対応の必要性の高まりや，成長分野たる医療機

器関連での発注増と成長機会の増加といった中小

企業にとっての事業機会の増加であり，さらには

こうした機会を活かそうとする地域経済団体によ

るものづくり産業集積力強化への支援，海外需要

の取り込み（国際化）支援といった諸施策が展開

されていることである（6）。さらには菅田（2016）

にある通り，個別具体的にみた場合，同地域の中

小企業の中には，ひたちなか商工会議所が進めた

米国プロジェクトに参加し，自立化を伴う国際展

開や，自社製品を活用した国際展開を模索する企

業も存在するのである（7）。

ところがこうした企業城下町の現実に立脚しつ

つ，中小企業国際化の胎動に着目した研究は極め

て少ない。従来の議論では，中小企業の国際化は，

大企業の海外展開に応じた受動的な海外事業展開

を行う場合が多いとされた（8）。また，1980年～

1990年代に取引先の生産拠点移転やコスト削減

要請に対応するための受動的な海外展開（生産拠

点移転）を行った多数の中小企業が顧客企業の業

績不振から取引関係を打ち切られた事実も指摘さ

れてきた（9）。特に日立地域の下請型中小企業は日

立製作所を頂点とする閉鎖的な工業集積とみなさ

れ，「退出能力」に欠ける下請企業群が大規模に

形成され（国内同地域で：筆者）再生産されると

されてきた（10）。しかし，実際には少なくとも一
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部の企業城下町型中小企業は国際化に向けて動い

ており，また，それ通じて自立化を図り，あるい

は自立化を経て，市場を求めて国際化しようとし

ているのである。

本稿においては，日立製作所のおひざ元たる日

立地域を取り上げ（11），「自立化」の概念を絡ませ

ながら，企業城下町的産業集積地の下請型中小企

業が，いかにして国際化を進めるのか，中核企業

が果たした役割にも言及しつつ考察する。

1．先行研究の整理

本章においては，日立地域における中小下請企

業の国際化につき，自立化概念を絡ませながら考

察するための分析枠組みを構築するための準備と

して，先行研究を確認する。

� 中小企業国際化の契機と展開の在り様に

関する先行研究

以下においては中小企業一般の国際化につき，

その契機と国際展開の形態という観点からなされ

た先行研究を整理し，後述する中小企業国際化の

分析枠組み要素の準備としたい。

第1に，中小企業の国際化の契機に関しては，

山本（2012）は中小企業にとって国際展開の契機

は「国内市場の寡少性」にあるとしてLindqvist

（1991）の研究を参照している（12）。Lindqvist

（1991）は，自国の市場規模が小さいほど国内市

場においてのみ活動することでR&Dや生産や

マーケティングにおいて規模の経済性を実現する

ことは難しくなるとし，自国市場が小さい国のよ

り専門的な企業ほど，早期の段階から海外展開せ

ざるを得ず，同様に先端技術を活用する専門的な

ニッチ市場を対象とする中小企業ほど，海外事業

に乗り出しやすいとしている（13）。なお，同様に

寡少なる国内市場を飛び越えて成長機会を追求す

るという視点からEtemad（2013）は，世界的な

自由化が進展する今日，国際化はさらなる成長に

とって魅力的な機会を提供しており，特定商品市

場規模は継続的な成長を続けるには小さすぎると

指摘し，それゆえ中小企業の国際化は魅力的な成

長戦略となるとする（14）。

第 2に国際展開の形態についてであるが，

JohansonandVahlne（1977）にある通り，国際

化は長期間にわたって漸進的な段階を経て実現し

ていく。典型的には国内事業の段階から，暫定的，

試験的な輸出を開始するようになり，やがて複雑

な直接投資にまで至る（15）。ただし，遠原（2012）

は，投資，輸出を含めた諸側面で中小企業の国際

化は，大企業と比較した場合，全体としては進ん

でおらず，国際化していない中小企業や企業の国

際化プロセスの初期段階にある中小企業が多いこ

とを確認し，中小企業は必ずしも企業の国際化プ

ロセスの段階をのぼる必要はなく，状況に応じて，

各段階にとどまることが，それぞれの中小企業に

とって適切な国際化となっているとみることもで

きるとする（16）。中小企業が漸進的な海外展開ア

プローチをとることについては，GlobalNiche

Top（GNT）企業を考察した細谷（2014）の研究

においても「輸出を中心とした無理のない海外事

業展開」がGNTの特長の一つとして挙げられて

いる（17）。

以上のように中小企業は，独自技術，差別化技

術を保有することで，ニッチ市場を確保すること

ととなり，その際，自国市場の寡少性を克服する

ため国際化へと向かう契機を持つが，これは漸進

的な速度をもって展開していくということが議論

されてきたのである。次に，本稿において，こう

した国際化の契機と形態にとって重要な関連概念

である中小下請企業の「自立化」についての先行

研究を確認していく。

� 中小企業自立化とExit/Voice概念に関す

る先行研究

本稿においては，地域中小企業の国際化はいか

になされるかを論ずるにあたり，自立化という問

題意識を切り口とする。日本の企業城下町型中小

企業の国際化を自立化と並行して論じるための分

析枠組みは，先行研究においてほとんど存在しな

い。そのため改めて分析枠組みを組み立てる必要

がある。

まず，中小企業の自立化については，北沢
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（1971a,1971b），廣江（1987），高橋（2003），関

（2011）の諸研究がある。これら諸論考では，独

自の高付加価値技術が中核企業に対する価格交渉

力を引き出し，自立化を導出するという論理が明

確化されているが， 以下においては， 池田

（2012）による議論を確認し，本稿にとって重要

となる枠組み要素を整理する。池田（2012）は中

核企業が従来の下請関係を見直し，選別化を進め，

下請企業側は自立化の動きを強め，親企業を複数

化するところも現れたとする（18）。

中小企業は独立型と受注生産型に分かれ，受注

生産型は，「狭義の下請」，「自立型」，「自律型」

に分かれる。すなわち，親企業からの作用（価格，

品質，納期等に関する諸要求や各種技術指導等）

に対して，かつては技術面・経営面での前近代性

ゆえに下請企業は反作用するだけの力を持たなかっ

たのが，長年にわたる継続的取引を経た技術的蓄

積により，親企業に対する発言力の高まりをみせ，

反作用が見られるようになった。反作用のない企

業は引き続き「狭義の下請」として留まり，反作

用のある下請企業は「自立型」，反作用があり，

かつ対等な取引をしている企業は「自律型」とし

て区別される（19）。なお，池田（2012）は「自律」

は「自立」よりも高次元であるとする一方（20），

現実の受注生産型中小企業は自立型と自律型を使

い分け，同一企業内で二つの取引形態を混在させ

ていると指摘している（21）。そこで本稿では「自

立」と「自律」の相違は峻別せず，自立化概念に

「自立」と「自律」を包含し親企業に対して反作

用のある企業を全て「自立化」企業とする。

さらに池田（2012）はこれら3つの受注生産型

企業が親企業との取引関係において取りうる行動

の選択肢を，Hirschman（1970）の捉えた Exit

とVoiceをもとに再解釈する。中小企業論にお

いては，Exitは市場における現在の取引をやめ，

価格，品質などで自ら望む条件を提示する他の主

体と取引する市場取引であり，Voiceは取引主体

間で取引の内容や条件について話し合い，不満点

について協力して問題の解決を図ろうとする長期

継続的取引である。親企業からのVoiceの一方

的受け手であった下請企業の立場が大きく変化し

て技術などを背景に自立化すると，ある種の拒否

権が発生し，親企業との間に新たな関係を構築し

ようとする。この関係性の高低と，中小企業自身

の技術力の高低によって，親企業のVoiceを一

方的に受け入れていた下請企業は，1）親企業へ

の関係性度が低く親企業のVoiceに対して高い

技術力を用いてExitで対抗しうる自立型下請企

業，2）親企業への関係性度が高く，親企業の

Voiceに対しては前向きに対応し自社の技術力を

高め，デザインインなどの技術提案や親企業の品

質改善，コストダウンに貢献する自律型下請企業，

3）親企業への関係性度が低く，技術力が高くな

いにもかかわらず，親企業の Voiceに対して

Exitで対抗してしまう思慮の浅い下請企業のい

ずれかに発展しうる。なお，自律型，自立型，下

請型ともにみな独立型に移行することも可能だが，

実際には受注生産部分を残しながら独自型に踏み

込む企業も多い（22）。

� 媒介変数としての「国際化と自立化」に関

する先行研究

次に中小企業の国際化過程を論じる上で自立化

と国際化との関係をいかに位置づけるか，国内外

の先行研究を確認する。国際化と自立化の関係に

ついて論じた研究は少ない。先述の通り，自立化

とはそもそも固有技術や革新的技術の獲得による

中核企業に対する価格交渉力の拡大を意味するの

であり，これは「イノベーション」によって支え

られた概念と考えて差し支えないであろう。高橋

（2003）は自立化の基本戦略としてイノベーショ

ン創出能力を高めることを挙げている（23）。また，

池田（2012）も，一般にイノベーションは企業の

成長と発展にとって重要な役割を果たしてきたが，

これは自立や自律を志向する中小企業においても

同じであるとしている（24）。従って，本節ではイ

ノベーションが自立化の前提であり，両者は密接

な因果関係にあるものとして，国際化とイノベー

ションの関係を論じた先行研究の確認を通して，

国際化と自立化の関係を確認する。なお，以下で

は国際化の概念は投資のみならず輸出も含むもの

とする。
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Golovko&Valentini（2011）は，イノベーショ

ンと輸出は中小企業の成長にとって相互補完関係

の戦略であり，両方を同時に推進することで好循

環が起こるとした。1990～99年におけるスペイ

ンの製造業者に関するパネルデータを活用した統

計分析の結果，中小企業による輸出市場への参入

は当該企業の学習を促し，イノベーションを促進

する，同時に輸出と輸出先に適用する改善施策を

国内向け製品にも適用することで国内売上も拡大

する，という循環を実証したのである。すなわち，

輸出活動とイノベーションの双方を行っている中

小企業のほうが，イノベーションのみ（輸出なし）

の企業よりも売上成長率に与えるイノベーション

活動の好影響が大きく，逆もまた然りで，両活動

を行っている企業の方が，輸出活動のみ（イノベー

ションなし）の企業よりも売上成長率に与える輸

出の好影響が大きいのである（25）。

また，Baum,SchwensandKabst（2015）は，

ドイツにおけるナノテクノロジー，バイオテクノ

ロジー，マイクロシステム，再生エネルギーの4

つの産業分野における中小企業335社のデータを

使った統計分析により，製品差別化度合が高いほ

ど，中小企業による地域化された国際化が引き起

こされる可能性が高まるということを実証した。

彼らは経営資源の制約がある中小企業が国際化と

技術革新を同時に進めることは困難とする見方に

対して，遠隔地を含めた世界全体を対象としたも

のではなく，欧州のように同一地域で国境をまた

ぐような地域内での国際化は，国際化にかかる費

用を最小化し，イノベーション投資の償却に必要

な収益ももたらすため，むしろ同時並行の実施が

経営的に有効であるとして，高度に差別化された

製品を有する企業は，早期の国際化が可能となる

とする（26）。

一方，JanssonandHilmersson（2009）は，

低コスト生産と特定顧客への高依存の「罠」から

脱するためには自社製品の付加価値を高め，マー

ケティング能力を開拓することにより，単なる下

請企業の領域を超えて，ValueChainを上るこ

とで，より依存度を低くする必要があると論じ

る（27）。

日本においては山本（2016）が，日本の中小企

業にとって，外部環境の変化は国内市場の縮小を

もたらし海外市場参入や海外生産展開といった国

際化が事業継続上の要諦の一つとなりつつあるこ

とを踏まえ，中小企業の国際化志向の有無や実現

の可否を分かつものは何かを問い，複数の事例分

析を通じて，国内専門化顧客向けに開発，供給し

た差別化された製品が，やがて海外の専門家顧客

に知れるところとなり，これが海外からの引き合

いをもたらすとのモデルを提示している（28）。

このように，海外においても，日本においても，

中小企業が差別化製品を有し，それをもたらすイ

ノベーションや固有技術，独自技術の蓄積を進め

ることは，国際化（輸出）を促進すること，また，

国際化の推進がさらなる製品差別化やイノベーショ

ンの促進をもたらし，経営全体として売上の拡大

や企業成長をもたらす好循環を惹起することが論

じられてきたのである。

� 日立地域中小企業の国際化と自立化に関す

る先行研究

1990年代以降，中核企業である日立製作所の

グローバル展開が加速することで環境変化を受け

た日立地域における中小企業の変化について論じ

た先行研究として，同地域中小企業の自立化に向

けた胎動を考察した小山・橋本（2000），遠山

（2002），中村他（2012）が挙げられる。これら先

行研究では企業城下町における中核企業からの自

立性確保ということが優先的なテーマとなってい

るが，その先を見据えた国際化の展望や，日立製

作所に追随した海外直接投資についての言及はな

い。国際化と自立化の両側面に言及して日立地域

の中小企業を論じた先行研究としては，山本

（2013）と平沢（2017）がある。両論文とも，日

立地域は中核企業の量産工場と中小企業の間に垂

直的・排他的な取引関係が成立していた国内有数

の企業城下町として歴史的に発展してきたが，

1990年代以降，グローバル競争の時代へと移行

する中で，日立製作所のグローバル化が進展し，

従来の閉鎖的垂直的取引関係を基軸とする企業城

下町的発展は行き詰まりをみせつつあるという問
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題意識で共通している。山本（2013）は，6つの

事例企業を取り上げ，国際化において地域公的機

関の活用・介在が共通していると論じ，また，各

企業ともに固有技術を有していると指摘する（29）。

なお，本稿では山本（2013）とは異なり，地域公

的機関の役割は深堀せず，各企業の中核企業との

関係史も紐解きつつ，分析枠組みを通じて企業毎

の国際化を自立化と絡めながら論ずる。一方，平

沢（2017）は，早くも1970年代から海外展開を

開始したスターエンジニアリング社を事例として

取り上げ，同社の海外展開を通じた自立化の確保

について論じる。そして，地域の中小企業は，中

核企業に依存した事業展開から自立的なそれへと

転換しつつ生き残りをはかることが重要課題となっ

ていると指摘する（30）。

以上の先行研究から次のことが言える。すなわ

ち，グローバル化という事業環境の変化の中に合っ

て地域の中小企業は従属的下請企業から脱し，自

立型下請企業，自律型下請企業ないしは独自製品

を有する独立型企業に発展していく経路があり，

その際現出してくる企業間取引のオプションは，

企業の技術蓄積とイノベーションに基づいた技術

力の高低によりVoiceとExitに分かれる。さら

にイノベーションとそれを前提とした自立化は，

中小企業の国際化に好影響を及ぼすとともに，ひ

いては国際化がイノベーションと自立化を促進す

る道筋を開くのである。次にこれを踏まえた本稿

における分析枠組みを展開したい。

2．国際化と自立化の分析枠組み

国際化（輸出・直接投資）と自立化（イノベー

ションによる）及びVoiceやExitといった取引

の在り方と，地域中小企業の国際化を考究するに

あたっての分析枠組みを以下用意する。

前章において確認した諸先行研究が描き出す中

小企業像としては，自立化に向けたモメンタムと，

国際化に向けたモメンタムの二つを想定できる

（図1）。縦軸は「国際化」軸とし，上半分は輸出，

投資のいずれも包含する。「国内」とは，企業城

下町内外との取引を行う企業ということである。

横軸は「自立化」軸であり，左半分を「依存」，

右半分を「自立」とした。当該中小企業の自立性

の強弱は，中核企業向け売上比率や技術指導の濃

淡等による。左半分の「依存」は，顧客からの要

求や指導も含むものでありVOCIE型取引となる。

また，右半分のように「自立化」している場合で

もVOCIE型とEXIT型では異なる。EXIT型取

引の場合，顧客側，供給側ともに仕様書（品質，

コスト，納期）に満足するか否か，という観点だ
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図1 分析枠組み：中小企業の国際化と自立化



けが問題となる。例えば顧客は合い見積もりを取っ

て，値段が高い相手には注文しない，供給側から

すれば，コストに見合わない価格提示であればお

断りするということになる。 これに対して

VOICE型取引は，そもそも製品の作り込み段階

から顧客と供給側が技術的すり合わせを含めた議

論をしていくことが前提となる。

以上の軸による4つの象限の特徴は次の通りで

ある。まず，第1グループに該当する企業は，戦

後来，高度経済成長を経て旧来より存在してきた

企業城下町における下請型中小企業ということに

なる。第2グループは，中核企業に依存し，海外

に展開する中核企業に輸出する，もしくは自ら生

産拠点を海外展開する企業である。第3グループ

の企業は，元々第1グループにあった企業が，中

核企業への全面的依存に危機感を抱き，受注先の

多様化や，将来的な自社製品の開発も念頭に置き

ながら，独自の高付加価値技術の開発に成功する

とともに，国内において顧客の多様化に成功して

いる中小企業である。なお，Outsider企業とは

首都圏等他地域から移ってきた企業であり独立独

歩型の企業として，各社が目指す存在ともいえ

る（31）。第4グループは，国際化した自立型企業

である。これらは独自技術を有し，国外の顧客に

提供している。第4グループは，いわゆる「グロー

バルニッチトップ企業」（GNT）を最終目標とす

る。細谷（2014）は，GNTは下請企業ではなく，

独立しており，技術力が高く，ニーズに合う製品

を次々打ち出しB2B向け産業財ニッチ市場にお

いて，世界的シェアを誇る企業であるとする（32）。

以上準備した分析枠組みを踏まえ，筆者は日立

地域における金属加工業・産業財製造業を中心と

した複数の企業に対してインタビューを行った。

次章では，その一部を紹介しつつ，日立地域にお

ける下請型中小企業各社が向かう方向性や力点の

置きどころを考察する。

3．事例分析

� 全 体 像

本稿において紹介する企業を含む日立地域の中

小企業へのインタビューは，2017年4月～8月に

かけて17社に対して行った。多くが日立製作所

の各工場を顧客とした下請企業，もしくは，元々

下請企業だったが現在は顧客を多様化しつつある

企業であり，いくつかの企業は，元々日立とは無

縁で，創業後に日立地域に立地した企業，先述し

たアウトサイダー企業である。17社のうち，日

立製作所の重電系工場・子会社を主要顧客とする

企業は5社で，うち3社は発電用タービン等の製

缶・溶接を行い，1社は難加工材切削加工を得意

とし，MHPS（三菱日立パワーソリューション

ズ）や日立工場を主要顧客とする一方，1社はエ

レベータ・エスカレータ用のモーターを製造・修

理する企業で，日立ビルシステム（旧日立製作所

水戸工場）等を主要顧客とする。また，日立オー

トモーティブシステム（旧佐和工場：自動車部品）

を主要顧客とする精密プレスや切削加工等を行う

企業は5社，日立ハイテクノロジーズ（旧那珂工

場：精密機器・計測器）向けに各種精密装置を納

入する企業が2社，日立ホームアプライアンス

（旧多賀工場：家電製品）向けにプリント基板組

立や検査機を生産する企業が1社，その他4社で

ある。以下，日立製作所との関係において密接で

あり，典型的な下請中小企業としてスタートした

2社を取り上げるが，1社は重電系（エレベータ

用モーター製作等）の企業［㈱�城製作所］であ

り，もう1社は自動車部品系の精密金型・プレス

加工企業［㈱大貫工業所］である。両社の略史を

含む事業概要，国際化と自立化の動向につきみて

いく。

�事業概要� ㈱�城製作所は電機モーターを製

造，修理する企業である。従業員100名で日立市

等に立地し，2016年に中小企業庁の選定する

「はばたく中小企業・小規模事業者300社」に選

ばれた。現社長（三代目）の菊池伯夫氏は，東京

の大学を卒業後，オックスフォード大学に留学し，

同大学大学院にて物理学博士号を取得，後にドイ

ツのマインツ大学，インド中央科学研究所で研究
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員を行っていたが，帰国し，家業を継ぐこととなっ

た。そもそも同社の創業者は日立製作所海岸工場

におけるボイラー部の設計者であった。終戦直前

に日立を退職し，今後は電力の復興需要が旺盛に

なるとみた創業者は，トランスの修理の仕事を開

始し，1946年に�城電機工業株式会社を興した。

やがて日立製作所日立工場や山手工場よりモーター

やトランス製作の受注を開始し，1967年に�城

製作所を設立した。仕事量は順調に増え，1960

年代には新幹線用CAMモーター製作も請け負っ

た。日立製作所のエレベータ用モーターは1967

年から1985年頃まで生産していた。�城製作所

はエレベータ・エスカレータ用のモーターを水戸工

場に納入し完成品が組み立てられるのである。ま

たその他にプラント用の産業用モーターや，3t～

4tクラスの乾燥機用モーター，送風用モーター，

冷凍機，上下水道施設用などのモーターを生産し

た。累計生産台数は14万～15万台程度で，500

台～600台／月生産した。現在，�城製作所は陸

上風力発電機用スリップリング（風力発電用）製

造において世界トップクラスのシェア（2013年

1.5MW クラスでシェア世界一）を有するほか，

鉱山用超大型ダンプトラックの補助発電機，液化

天然ガス（LNG）のポンプ用モーター，油田掘

削用送油モーター等，資源エネルギー関連事業用

製品も展開している。

�自立化� かつて日立製作所への売上依存度は

100％であったがバブル崩壊の頃から変化し，自

立化を促された。現在は80％が日立製作所関連

（MHPS,水戸等々），20％が複数の他社である。

図面は山手工場からくる。部材は高級な鉄板は支

給されるが，ほかの部材は日立の「常備品」を有

償支給される。同社は日立製作所からは多くの支

援，指導を受けて世話になったと認識している。

例えば，人材面ではいえば山手工場から累計400

人前後の出向者がきた。またモーターにとって極

めて重要な品質管理面では日立式品質管理指導は

大変厳しい。日立製作所のモーター品質規格は世

界一厳しく，この規格を通れば，30～40年は持

つと言われるほどである。このような厳しい品質

基準をもつ日立製作所との取引を通じた長年の指

導により，�城製作所は高度な技術力を得た。例

えばモーター製作においてコイルはモーターの命

と言ってもよく，品質を決定づける箇所である。

コイルの巻き付けはクリーンな作業場で行う必要

があり，また絶縁処理のためのワニス塗はノウハ

ウの塊であり，ワニス液の粘度，含有物，含有量

等にはコツがあり，秘伝中の秘伝である。品質管

理においては，データ解析とあわせて，目視，耳

を使ったモーターの異音確認も重要である。この

ように�城製作所は技術力を高めたが，受注先を

多様化しようとしても，日立製作所の需要が急増

した場合，供給してくれないリスクを警戒され，

国内顧客の多様化は技術力があっても困難である。

また最近は逆に日立工場がやり方を聞きに来るこ

ともあるが，それを価格に反映するつもりはない。

日立製作所に教えてもらった立場であり，商業倫

理に反することはしない。なお�城製作所は東日

本大震災後，自社製品開発プロジェクトを始動し，

2013年に大人2人で持ち運び川の水の流れに入

れるだけで発電ができる小型水力発電機「Cappa

+++」を完成させ「グッドデザイン・ものづくり

デザイン賞」（中小企業庁長官賞）を受賞した。

この独自製品は日立OBの設計者や�城大学の教

授と組んで開発した。今後同製品にはセンサーを

搭載し水質，濁り具合のデータ解析も可能であろ

う。

�国際化� �城製作所は，ODA事業による

「Cappa+++」導入事業に向けた覚書をネパール

の寺院，小学校，中高一貫校と締結した。同製品

の導入は2015年より国際協力機構（JICA）との

共同プロジェクトで進めてきたもので，深刻な電

力不足を抱えるネパールの農村部の生活水準向上

を目的とする。今後，本格的に事業化し，ネパー

ルのみならず，インドやバングラデシュにも輸出

する予定である。

�事業概要� 日立市の㈱大貫工業所は従業員

60人の精密プレス・金型加工企業である。1956

年の創業以来，プレス金型の設計・製作に始まり，
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プレス加工を展開した。2004年以来，数々の受

賞歴があり，直近過去10年近くの間，3回にわ

たって経済産業省のサポイン（戦略的基盤技術高

度化支援事業）に採択される等，その技術力には

定評がある。1970年代，同社は中核企業である

日立製作所那珂工場より金型製作に加えてプレス

をやってみてはどうかと勧められ，自前でプレス

機械を10台投資し，那珂工場は投資回収に十分

な仕事量をくれた。やがて大貫工業所は，日立製

作所佐和工場から発注を受けるようになり，自動

車部品，電装部品で大幅に成長する。

�自立化� 同社によれば，1990年代末まで，

日立製作所の各工場にとって下請企業は半内部的

存在であったが，現在では別組織として明確に区

別されている。かつて下請企業は平然と日立系工

場内を闊歩したが，2012年からは物理的・情報

的セキュリティー管理が徹底され，情報の出入り

が一切なくなったそうである。そして，2017年

現在，日立製作所はAssembly工場化を進め，

金型や部品の内製を大幅に縮小し，例えば日立オー

トモーティブ（佐和工場）は自動車の燃料噴射シ

ステム等の生産が中心となり，部品等は外注に丸

投げされる。そのため昨今，大手企業ではモノ作

りの基盤技術が弱体化しつつある一方，長年の研

鑽を経て技術力が向上した下請企業に価格交渉力

が移るという事態が生じている。例えば，大貫工

業所の場合，某大手企業がそもそも物理的に生産

不可能な図面を提示してきたことがある。紆余曲

折を経て，結局，大貫工業所が技術的な修正を主

導することとなり，価格交渉力が同社に移ったと

いう。無論，同社は長期安定的取引実現のため公

正価格を希求した。

同社では技術力向上は10年後には差別化と顧

客多様化につながるとみる。現在では日立製作所

以外にも島津製作所をはじめ，受注先の多様化は

完了している。また同社は顧客とのすり合わせを

重視する。例えばエアーフローセンサー用の金属

部品があるが，これは大貫工業所が世界最大のシェ

ア（50％）を占める。同製品はアルミの板で鍛造

を入れてある。通常の鈑金ではできない面の細工

がなされており，他社では作れない。通常，この

部品は積み重ねるとバナナ状に曲がるが，大貫工

業所の製品は真っすぐに積み重なり，しかも下方

からポロポロと取れるため，客先の組立製造ライ

ンのカートリッジ内に本部品を重ねて投入し，効

率的に生産に用いることが可能である。こうした

製品は，顧客の購買のみならず，開発，設計，製

造，営業から徹底的に話を聞き，Needsを吸い

上げないとできない。大貫工業所ではモノづくり

は顧客との徹底した擦り合わせ，VOICE型のや

り取りが必須であり，EXIT型の図面データや仕

様書の提示だけでは絶対に不可能であると考える

（図2）。

�国際化� 大貫工業所は15年前から東南アジ

ア，中国，韓国への投資，輸出を検討したが，投

資，輸出ともに不向きと考え，欧米諸国向けに輸
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（ヒヤリング内容に基づき筆者作成）

図2 大貫工業所の考え方：ものづくりにVOICE型やり取りは必須

VOICEはものづくりに必須 EXITではものづくり不可能
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出を推進する。現地生産は困難であり輸出する。

大貫工業所は2010年代に数回にわたりドイツ・

ミュンヘンで開催された展示会に出展し，欧州の

複数企業と商談を進めている。同社によれば欧州

では大手企業のオーナー社長が多く，オーナー社

長に売り込みをかけることで商談を成立させるこ

とが可能であり，接近しやすい。他方，ミュンヘ

ンの展示会に出たところ，量産をやっている日系

企業の出展が少なく，もったいないと考えた。結

局，技術がある中小企業は，国内需要を掘り起こ

すし，海外からも引き合いが来る。技術力がなけ

れば国内外を問わず需要はない。そもそも大貫工

業所もほとんど物見遊山のつもりで，海外の展示

会に出たが，結局は商機を捕まえることになった。

商機は最先端の技術をやっているとついてくる。

これが大貫工業所の見方である。なお，2017年7

月にはスイスの光学機器メーカーであるオプトチュー

ン社と直接取引することとなり，光学機器用の精

密プレス部品の供給契約が締結され，9月に金型

サンプルを現地に送り，11月～12月に量産に入

るとのことである（35）。

4．結 び

本稿では「自立化」の概念を絡ませながら，企

業城下町的の下請型中小企業が，いかにして国際

化を進めるのか，中核企業が果たした役割にも言

及しつつ，考察するために，先行研究も踏まえつ

つ分析枠組み（図1）を準備の上，事例として日

立地域で操業する㈱�城製作所と㈱大貫工業所を

取り上げた。

㈱�城製作所は，長年にわたる日立製作所水戸

工場との取引を通じてエレベータ・エスカレータ

用モーター制作に関する品質作りこみ技術を蓄積，

高度化した。ただし，モーター製作の高品質を武

器に日立製作所以外の顧客に受注先を多様化しよ

うとしても，主要顧客である日立製作所の需要急

増時の対応に不安があるため発注してもらうこと

は困難であり，技術の高度化が即顧客多様化に直

結するわけではないことが分かる。すなわち，同

社は下請型中小企業の立場（図1の第1グループ）

から技術の高度化をテコとした自立化企業（図1

の第3グループ）へ移行したのではない。同社は

小型水力発電機「Cappa+++」という自社製品を

開発し，これをテコに自立化と国際化の双方へ踏

み出しつつある。こうした同社の動きは，図1の

第1グループから出発しつつ，技術の高度化によ

る国内顧客多様化を大きく進展させ，自立化を図

る（すなわち第3グループに移行する）のではな

く，「Cappa++」という自社製品をテコに自立化

を図りつつ，同時に国際化へ踏み出す形で自立型

国際化企業の第4グループへと飛躍しようとして

いるものと言えよう。

一方，㈱大貫工業所は日立製作所那珂工場，同

佐和工場（日立オートモーティブシステムズ）の

指導を受けて，金型製作と精密プレス加工の技術

力を積み上げてきた。同社は技術的差別化努力を

続け，国内取引先企業の多様化を進め，島津製作

所等との取引も実現した他，世界 No.1シェアの

製品も生み出したが，ものづくりにおいては単な

るデータのやり取り（見積もりデータや仕様書の

提示）だけではなく，顧客企業の各部署と自社が

徹底的に話し合い，すり合わせるVOICE型のや

り取りをすることが肝要と考える。以上より㈱大

貫工業所は，下請型中小企業の立場（図1の第1

グループ）から出発し，技術力の高度化をテコに

国内顧客多様化による自立化を進め， 特に

VOICE型取引を重視する自立型中小企業（図1

の第3グループ）という位置づけを経て，対欧輸

出拡大を推進しつつあり，自立型国際化企業たる

第4グループに入らんとしているといえる。

以上をまとめると，両社ともに日立製作所傘下

の工場より指導を受け，強くなり，技術力を蓄積

し，これをテコとした国内での多様化や国際化に

臨んでいることが分かる一方，技術の高度化，即，

同一製品分野での顧客多様化とはならないこと

［㈱�城製作所］，技術の高度化・差別化と自立化

をしつつモノづくりを進める上ではVOICE型の

やり取りが肝心となること［㈱大貫工業所］等が

見えてきたと言えよう。

ところで，本稿では図1における企業城下町に

おけるoutsider企業の役割や，中核企業に追随
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する形で海外直接投資等による国際化を行った第

2グループの中小企業については，紙幅の都合上，

論究できなかった。また，実際にインタビューを

行った残り15社についても分析と考察を加えて

いく必要がある。さらに，図1に示した分析枠組

みの中で，各社が，かつてどの位置づけにあり，

どのようなダイナミズムを経てどこに位置づきつ

つあるのか，そのベクトルを詳細に示していく必

要がある。今後の研究においては，これら諸点に

つき分析を進めていく予定である。
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